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千葉・ユーカリが丘 空き家を発生させない、住み替えビジネスの創生 

暮らしと住まいのマッチング 

 

              東京藝術大学美術学部建築科 講師 博士(工学) 河村 茂  

 

１．暮らしの変化を見越したまち 

 

 いま全国で空き家の増加が問題になっている。日本の空き家率は 13.5％で、英国の 4％、ド

イツの 1％と比べると異常に高い。これは我が国の住宅施策が景気対策に位置づけられ、新規

着工戸数が問われるフロー重視の政策をとってきたことによる。人口減少、少子高齢化の動き

をふまえ、暮らしの変化に対応し転居や改修など、ストック重視の住宅政策への転換が求めら

れる。そんな日本の現状を横目に、空き家ゼロのまちづくりを進めるまちがある。千葉県は佐

倉市（人口約 17 万人）に位置する、ユーカリが丘（区域面積 245 ㏊、現在人口約 16,000 人、

世帯約 5,600、開発進捗率 70%）である。東京都心から 35 ㎞、鉄道で 50 分の郊外都市である。 

このまちでは宅地や住宅の供給だけでなく、暮らしの変化を見越し住み替えや既存住宅の改

修なども含め、まちの成長・成熟化にあわせ都市経営の視点からまちづくりに取り組んでいる。

この地の事業者・（株）山万は、高度成長期に繊維問屋からデベロッパーへと転身を果たした。

そして、このユーカリが丘の開発に着手し、既に半世紀近くになるが、このまちは今もニュー

ファミリーが新規参入する、元気のよいまちとなっている。それでは、この地の暮らしと住ま

いとがフィットした、空き家を出さないユニークなまちづくりの取組みを紹介しよう。 

  

    東京圏における位置      駅前を走るモノレール        ユーカリが丘全景 

 

２．空き家発生ゼロのまちづくり、三本の柱 

 

（１）郊外の特性を活かした人間都市 自然・田園と融合する都市機能、環境・福祉の充実したまち 

近代都市理論に基づく郊外住宅地開発は、公団の住宅団地開発や民間デベロッパーも含めた

ニュータウンづくりにみられるように、標準設計の２ＤＫ・３ＬＤＫの画一化された規格型住

戸を工業製品をつくる様にして供給してきた。このように成長期の都市開発は、みな経済効率

を重視し住宅を住まうための器と捉え、社会の求めに応じ早く安く大量に供給してきた。 
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しかし、この地の事業者・（株）山万は、「日本一豊かなまちにする。」という社長・嶋田哲夫

の思いを乗せ、経済性や機能性だけでなく、環境や福祉の面にも配慮し住人の暮らしの満足度

を高めるべく、「人間都市」を基本理念に、暮らしの変化に応じ永く住み続けられるまちを目

標に、暮らしと住まいとが合致した空き家ゼロのまちづくりをテーマとした。そしてライフス

テージに応じ、移り変わる住人の多種多様なニーズに対応し、ストックの再整備も含め持続す

るまちづくりとして、エンドレスでのディベロップメントを意識し取り組んでいる。 

山万が都市開発に手を染めた 1960 年代、日本の先を行くアメリカでは、当時、ルポライター

だったジェーン・ジェイコブズが近代都市計画を批判、まちのユーザーの立場から暮らしやす

いまちをめざし、①用途混在、複合化、多様性②小規模街区・高密度構成③新旧建物共存、漸

進的発展をキーワードに、伝統を尊重し賑わいや安らぎのある人間都市づくりが重要とした。 

山万は、この人間都市の考え方を取り入れ、住宅市街に学校や病院を整備するだけでなく、

郊外都市の特性を活かし、この地の原風景である自然（山林など）・田園（畑など）と都市機能

とが調和し、安全・安心で環境・福祉の面でも充実した、暮らしやすいまちづくりを志向した。 

   

              ユーカリが丘の全体計画図と全体模型                  クラインガルテン 

                                          (農のある生活) 

（２）小規模定量開発、モザイク型のまちづくり 持続的に発展するまち 

山万は、この地の開発にあたり、ブルドーザーを入れ山林を切り開き、市街を一挙に面開発

する方式ではなく、開発地域の真ん中には山林を「井野の杜」として残すとともに、池や畑な

ど自然や田園を市街に楔状に食い込ませるようにして配置した。また、ある時期、一度に住人

が高齢化、住宅が老朽化し空き家とならないよう、開発の単位を毎年 200 戸ほどの定量に絞る

とともに、街区が時を同じくして連担しないよう、時差をつけ開発を進めることで、まちが年

http://ord.yahoo.co.jp/o/image/SIG=12hbui983/EXP=1343184332;_ylc=X3IDMgRmc3QDMARpZHgDMARvaWQDQU5kOUdjU2FpRGI1Nm1DenJpUDFEQVRzakd1TlhHUnRIWU1iQ3JudDVlSWxNWXVGamVMNkN6RWE1RDhmWjNLOARwAzQ0T200NE84NDRLcjQ0T3E0NEdNNUxpWQRwb3MDMjEEc2VjA3NodwRzbGsDcmk-/*-http:/rail.hobidas.com/common/eimg/828/380/000/000083828.jpg


「地方創生」支援プロジェクト 

          

代や階層等の異なる住人によってモザイク状に構成され、社会変化への追随性が良いまちとし

た。開発留保地として取られた空き地は、原っぱとして子供やお年寄りに多目的に活用されて

いる。 

また、山万は、まちの一体感を醸成するべく、まちの焦点にあたるユーカリが丘駅前に高度

利用地区を適用し、高密度な複合開発を進めた。即ち、100m 超の超高層ビルを 4 棟建設、ここ

に順次、ホテル、商業モール、シネコン、放送局、医療・保健施設、子育て支援センターなど

を一体的に配し、都会的な賑わいを醸すよう工夫した。また、山万は、周辺から駅前へのアク

セスを確保するため、民間初の鉄道事業免許を取得、環境共生に留意し排気ガスを出さないモ

ノレールを運行している。さらに、住宅地は建築協定（現在、地区計画化）を締結し、建物の

高さ、外壁後退距離、緑化、敷地分割（165 ㎡）などを制限、環境や景観の形成を図っている。 

 

（３）コンバート・リノベーション型の住み替え施策 フェイス・トゥ・フェイス、パートナーシップ 

空き家を出さないためには、住人の暮らしの変化をいち早くキャッチし、これに有効に対応

する必要がある。そのため山万は、暮らし全般に関わる「相談室」を街中に設置、適宜、住民

アンケート調査を実施し、暮らしに対する要望の把握に努めている。また生活情報誌「わがま

ち」を住人とともに制作し年４回発行、この新聞を同社社員等が全世帯に直接手渡しすること

で、フェイス・トゥ・フェイスでの双方向のコミュニケーションに努め、そこで得られた要望

を基に各種コミュニティビジネス(自助・共助・公助のうち共助にあたる)を展開している。 

・ハッピーサークルシステム 

その中でも特筆すべきものは、ハッピーサークルシステムというライフステージに適合した

きめ細かな住み替え事業である。例えば、身体機能が衰え駅近くのエレベーター付きマンショ

ンに移転したい人には、仲介料なしで自社の所有するマンションを斡旋（転居）、この時あわ

せて従前の住宅を 100％査定で買い上げマンション購入資金を提供、その一方で買い上げた住

宅を仕立て直し、今度は山万が売主となり保証付きで新・中古住宅として、この地に転入する

子育て世帯に安価（２～３割ほど廉価）で販売している。この他、ライフステージの変化に対

応し必要となる、保育園やグループホームなど、住人の生活の受け皿を逐次整備してきている。 

    

ハッピーサークルシステム     超高層マンション      戸建住宅     ユーカリ優都ぴあ  

                                       (幼老統合型グループホーム) 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%95%E3%82%A1%E3%82%A4%E3%83%AB:Yukarigaoka.jpg


「地方創生」支援プロジェクト 

          

３．宅地開発からタウン・マネジメントへ 

 

・コミュニティビジネスの展開  

 山万は、宅地の開発・販売を行い撤退する「ハイ、サヨナラ式」のデベロッパーではない。

山万は、この地に腰を据え住民からの暮らしの要望に応える形で、住人の足となるモノレール

の運行、防犯パトロール、子育や介護の支援また教育・医療や余暇・文化対応など、様々な暮

らしのサービスをコミュニティビジネスとして提供する、都市経営型のデベロッパーである。 

山万はいう、「まちづくりには終わりはない」と、確かに、住人の暮らしの満足度の向上をめ

ざした、「山万スタイル(環境・福祉重視の人間都市、小規模定量・モザイク型開発、ハッピー

サークルシステムほかコミュニティビジネスの展開)」での事業展開は、エンドレスでのディベ

ロップメントといえるし、企業型のタウン・マネジメント活動とも捉えられる。 

山万は、この地に本部を置き、宅地開発や住宅供給を進めるだけでなく、住民要望に応え５

つの現地法人を立ち上げ、住人を雇用しコミュニティビジネスを展開している。山万は、まち

の成長・成熟過程をしっかり管理し、都市経営に取り組んでいる。そして山万は、このビジネ

スで得た収益を納税や再投資などの形で、地元に還元するリバースシステムをとっている。 

・循環型での安定した都市住宅経営 

山万は、この地のまちづくりにあたり、最初から都市経営の視点をもって、毎年 200 戸ほど

の定量開発を進めてきている。この 200 という数字、中小デベロッパーである山万(従業員 114

名、年商約 160 億円)にとって、資金を調達し開発に投入これを回収しまた投入する、循環型で

の事業継続に丁度よい規模であった。計画世帯数 8000 戸を 200 で除すと 40、これに構想計画

期間の 10 を加えると 50 年、この地の開発には半世紀ほどの時間がかかるということである。 

住人の暮らしの満足を持続していくためにとられた、コンバート・コンバージョン型の住み

替え施策は、空き家を発生させず無駄のない、長期に渡る安定した都市住宅経営を可能として

いる。また、山万は、この地でタウンマネジメントを展開するために、安定収入を得る必要か

ら、駅前で商業施設の賃貸事業を展開している。山万の取り組みをみると、守備範囲は異なる

が、ある意味、自治体以上によく都市を経営し、まちをつくってきており、アメリカの自治制

度である特別区そしてコミュニティ開発地区(ＣＤＤ)に近いものがある。 

そうした山万の長年にわたる活動の成果が認められ、「ユーカリが丘ニュータウン」は 1999

年に日本不動産学会業績賞、2000 年には日本都市計画学会計画設計賞を受賞している。 
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